
平成23年（2011年）2月　冬号
民主党・ふじのくに県議団会報 ～未来はみんなの力で 創ろう新しい時代～（1） 県 政 報 告

　

12
月
議
会
は
人
事
委
員
会

の
勧
告
通
り
、
公
務
員
の
給

与
の
マ
イ
ナ
ス
改
定
の
為
、

予
定
を
前
倒
し
し
て
11
月

30
日
に
開
会
さ
れ
、
12
月
21

日
に
閉
会
と
な
り
ま
し
た
。

給
与
改
定
の
影
響
年
額
は

58
億
58
百
万
円
で
す
。

　

緊
急
経
済
対
策
・
雇
用
対

策
そ
の
他
で
、
合
わ
せ
て
追

加
補
正
２
７
７
億
円
余
の
予

算
議
案
が
上
程
さ
れ
、
平
成

７
年
以
降
２
番
目
の
大
型
補

正
と
な
り
ま
し
た
。

　

補
正
予
算
や
公
務
員
給
与

改
定
に
か
か
る
も
の
以
外
の

議
案
は
、条
例
改
正
で
は「
も

り
づ
く
り
県
民
税
」の
延
長
、

青
少
年
を
有
害
情
報
か
ら
守

る
条
例
改
正
、各
公
共
用
地・

施
設
の
占
用
料
の
減
額
改

定
、
請
負
契
約
・
指
定
管
理

者
・
委
員
任
命
・
基
金
関
係

な
ど
の
議
案
審
議
を
し
ま
し

た
。

　

知
事
の
所
信
や
諸
般
の
報

告
は
次
の
通
り
で
す
。
以

下
箇
条
書
き
に
て
失
礼
し
ま

す
。
①
全
庁
会
計
調
査
及

び
会
計
検
査
院
に
よ
る
事
務

費
検
査
に
お
け
る
不
適
正
経

理
に
つ
い
て
遺
憾
に
感
じ
県

民
に
お
詫
び
し
再
発
防
止
に

努
め
る
。
②
台
風
９
号
の

公
共
土
木
施
設
等
被
害
の
復

旧
に
つ
い
て
、
小
山
町
で
は

５
４
０
件
92
億
16
百
万
円
の

被
害
で
あ
り
、
災
害
復
旧
事

業
と
し
て
国
や
市
町
と
連
携

し
早
い
復
旧
に
努
め
る
。
③

本
県
経
済
に
つ
い
て
、
新
卒

者
の
就
職
が
大
変
厳
し
い
こ

と
か
ら
そ
の
支
援
策
拡
充
に

努
め
る
。
ま
た
景
気
の
下
押

し
リ
ス
ク
等
の
警
戒
感
が
あ

り
、
企
業
や
商
工
団
体
か
ら

要
望
の
あ
っ
た
県
の
制
度
融

資
の
限
度
額
拡
大
に
つ
い
て

緊
急
円
高
対
応
枠
を
創
設
し

た
。
④
23
年
度
当
初
予
算

は
、
円
高
の
不
安
要
素
や
社

会
保
障
関
連
の
義
務
的
経
費

が
増
加
す
る
見
込
み
で
あ
り

厳
し
い
予
算
編
成
と
な
る
。

新
し
い
総
合
計
画
は
ふ
じ
の

く
に
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
で

あ
り
次
年
度
予
算
か
ら
着
実

に
推
進
し
て
い
く
。
⑤
そ

の
他
の
当
面
す
る
県
政
の
諸

課
題
は
、
ア
静
岡
県
防
災
・

原
子
力
学
術
会
議
を
開
催
、

今
後
も
東
海
地
震
対
策
や
原

子
力
発
電
の
安
全
対
策
に
取

り
組
む
。
イ
も
り
づ
く
り

県
民
税
は
５
年
間
で
六
千
ha

の
整
備
を
終
え
た
。「
森
の

力
」
が
着
実
に
回
復
し
て
い

る
こ
と
か
ら
次
年
度
以
降
５

年
間
引
き
続
き
県
民
の
皆
様

に
御
負
担
を
お
願
い
す
る
。

ウ
高
齢
者
ス
ポ
ー
ツ
の
推

進
、
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
の

養
成
な
ど
地
域
社
会
で
高
齢

化
を
支
え
る
体
制
整
備
に
努

め
る
。
エ「
ふ
じ
の
く
に
地

域
医
療
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を

設
置
し
医
師
の
確
保
に
努
め

る
。
オ
世
界
お
茶
ま
つ
り
は

成
功
し
、３
年
後
の
第
５
回

も
継
続
実
施
す
る
。
カ
東

部
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
の
整
備

は
大
和
ハ
ウ
ス
工
業
株
式
会

社
と
基
本
協
定
締
結
。
キ

東
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
地
域
外

交
は
、
上
海
へ
５
４
０
０
人

以
上
の
訪
中
、
韓
国
で
は
デ

パ
ー
ト
へ
直
接
県
産
品
販
売

促
進
を
要
望
、
モ
ン
ゴ
ル
に

は
ド
ル
ノ
ゴ
ビ
県
と
相
互
協

力
に
関
す
る
覚
書
に
調
印
な

ど
。
ク
富
士
山
静
岡
空
港

は
今
年
の
半
年
で
三
十
五
万

人
の
利
用
者
、
昨
年
よ
り
増

加
、
空
港
テ
ィ
ー
ガ
ー
デ
ン

シ
テ
ィ
ー
構
想
を
基
本
に
さ

ら
に
空
港
の
活
用
促
進
を
図

る
。
ケ
富
士
山
の
日
に
富

士
見
の
祭
典
を
開
催
す
る
。

　

個
別
の
事
業
の
決
算
審
査

状
況
は
省
略
し
、
こ
の
県
政

報
告
で
は
、
県
行
政
の
財
政

運
営
を
監
査
委
員
か
ら
の
所

見
に
基
づ
き
報
告
致
し
ま
す
。

　

県
の
平
成
21
年
度
決
算

状
況
と
財
政
構
造
比
率
は
表

①
の
と
お
り
で
す
。
ま
た
一

般
会
計
の
歳
出
の
構
成
と
、

歳
出
内
訳
も
表
②
の
と
お
り

で
す
。

　

景
気
低
迷
の
影
響
か
ら
自

主
財
源
比
率
が
最
近
の
20

年
間
で
最
も
悪
化
し
ま
し

た
。
財
源
の
減
少
を
、
国
か

ら
は
臨
時
財
政
対
策
債
と
減

収
補
て
ん
債
で
当
分
凌
ぐ

様
に
と
い
う
方
針
の
基
、
臨

時
財
政
対
策
債
の
残
高
約

４
０
０
０
億
に
届
き
、
県
債

残
高
は
そ
れ
ら
を
合
わ
せ
れ

ば
、
２
兆
円
を
超
え
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
財
政
の
健
全

化
の
指
標
に
据
え
た
２
兆
円

以
内
を
超
え
て
し
ま
っ
て
い

て
財
政
運
営
に
黄
色
信
号

が
と
も
っ
た
こ
と
に
な
り
ま

す
。
他
の
財
政
健
全
化
指
標

が
健
全
数
値
で
あ
っ
て
も
、

社
会
保
障
費
や
公
債
費
の
義

務
的
経
費
の
伸
び
、
更
な
る

税
収
の
落
ち
込
み
も
考
え
て

行
財
政
改
革
は
も
う
一
段

厳
し
い
対
応
が
必
要
で
す
。

基
金
は
、
景
気
対
策
等
で

４
６
６
億
５
千
万
円
増
加
し

て
い
ま
す
が
、
財
政
調
整
基

金
は
88
億
円
で
す
。

　

決
算
最
終
日
に
、
新
し
い

地
方
公
会
計
制
度
に
よ
る
財

務
諸
表
が
初
め
て
公
開
さ
れ

ま
し
た
。
普
通
会
計
ベ
ー
ス

で
の
貸
借
対
照
表
で
は
、
県

の
資
産
保
有
を
示
す
資
産
合

計
は
４
兆
１
５
０
４
億
円
、

将
来
世
代
の
負
担
を
示
す
負

債
合
計
は
３
兆
７
６
３
億
円
、

過
去
か
ら
現
在
ま
で
の
世
代

の
負
担
を
示
す
純
資
産
合
計

は
１
兆
７
４
１
億
円
で
す
。

　

一
方
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

で
は
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら

な
い
経
常
的
な
行
政
コ
ス
ト

の
経
常
費
用
は
８
８
３
９
億

円
、
受
益
者
負
担
を
示
す

経
常
収
益
は
５
７
８
億
円

で
、
一
般
財
源
で
賄
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
純
経
常
費

用
は
８
２
６
１
億
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
れ
を
県
民

一
人
当
た
り
の
純
行
政
コ

ス
ト
と
し
て
算
出
す
る
と

21
万
９
１
５
１
円
と
な
り
ま

す
。
資
金
収
支
計
算
書
か
ら

は
、
県
債
発
行
等
の
財
務
収

支
に
支
え
ら
れ
て
辛
う
じ
て

黒
字
に
な
っ
て
い
る
厳
し
い

状
況
も
読
み
取
れ
ま
し
た
。

　

な
お
、
不
適
正
経
理
に
つ

い
て
、
個
人
流
用
は
な
か
っ

た
も
の
の
、
適
正
な
対
処
に

欠
く
も
の
と
し
て「
公
金
の

適
正
経
理
を
求
め
る
付
帯
決

議
」
を
委
員
会
決
議
と
し
ま

し
た
。

12
月
定
例
議
会
は

追
加
補
正
が
上
程
さ
れ
、
補
正
額
は

平
成
７
年
以
降
２
番
目
の
大
型
補
正

決
算

特
別
委
員
会

10
月
29
日
〜
11
月
18
日

意見書提出
＊切れ目ない中小企業支援及び金
融支援策を求める意見書
＊議会の機能強化及び地方議会議
員の法的位置づけの明確化等を
求める意見書
＊新卒者及び未就職卒業者の就職
支援の拡充を求める意見書
＊「環境自動車税（仮称）」に関する
意見書
　（軽自動車の課税改革にもつながるので
慎重に検討すること）
＊環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への
対応に関する意見書
　（国会議論を深めること、農林水産業へ
の配慮を求めること）
＊外国資本による土地売買等に関
する法整備を求める意見書

①一般会計歳出の構成
義務的経費51.2％ ＝ 人件費31.3％、扶助費6％、
  公債費13.9％
投資的経費16.1％ ＝ 普通建設費16％、災害復旧費0.1％
その他経費32.7％ ＝ 行政費3.3％、奨励助成費21.2％、
  繰り出し金1％等
②一般会計歳出内訳（およその予算現額）
議会費20億3807万、総務費523億9470万、企画
費201億4121万、県民費149億8232万円、厚生費
2151億2025万、産業費602億9544万、建設費2031
億6536万、警察費816億5459万、教育費3114億64
万、災害対策費22億2513万、公債費1679億6526万、
諸支出金1320億100万、予備費1億9577万

1.決算規模
一般会計決算 歳入 1兆1980億7521万3千円
 歳出 1兆0324億8906万3千円
特別会計（14） 歳入 3004億7955万７千円
 歳出 4518億8166万円　　
一般・特別歳入合計 1兆4985億5477万円（前年度比108％）
　　同　　歳出合計 1兆4843億7072万円（前年度比107.9％）

2.決算収支
一般会計の実質収支は56億5342万4千円の黒字
特別会計の実質収支は26億8286万4千円の黒字
※ただし単年度収支はどちらも赤字

4.県債の状況
県債残高 2兆3782億2066万円（前年度比106.4％）
＊特例債（臨時財政対策債、病院債）を除く残高
 1兆9272億6994万円（目標2兆円以内）

表②

表①

3.財政構造
自主財源比率 49.4％ （前年度対比 △ 11.9）
義務的経費比率 51.2％ （ △ 3.1）
経常収支比率 93.3％ （  0.8）
財政力指数 75.6％ （ △ 1.0）
実質公債費比率 13.1％ （  1.4）
将来負担比率 262.6％ （  14.5）

卯
年

寒
中
の

 

お
見
舞
い
を

  

申
し
上
げ
ま
す



平成23年（2011年）2月　冬号
民主党・ふじのくに県議団会報 ～未来はみんなの力で 創ろう新しい時代～ （2）県 政 報 告

「岡山県渋川青年の家」の
子供達

過疎・中山間地特別委員会
の現地視察

　

今
議
会
で
は
、
代
表
質
問

者
、
及
び
一
般
質
問
者
は
15

人
。
以
下
抜
粋
し
て
報
告
し

ま
す
。

■
行
財
政
改
革

①
23
年
度
予
算
編
成
の
考
え
方
は

答
弁
：
平
成
23
年
度
の
財
源

不
足
は
４
１
１
億
円
と
見
込

ま
れ
て
い
る
厳
し
い
予
算
編

成
に
な
る
が
、
総
合
計
画
の

１
年
目
で
あ
り
、
地
域
医
療

再
生
、観
光
交
流
人
口
倍
増
、

産
業
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
も

盛
り
込
み
た
い
。
そ
の
為
、

事
業
の
重
点
化
・
ス
リ
ム
化

を
し
て
歳
出
削
減
に
努
め
、

未
利
用
財
産
処
分
な
ど
歳
入

確
保
に
も
努
め
る
。

②
ク
ラ
ウ
ド
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に

つ
い
て
の
県
の
所
見
は

答
弁
：
所
有
か
ら
利
用
へ
の

転
換
で
運
用
負
担
の
軽
減
や

経
費
の
節
減
に
期
待
が
持
て

る
。
一
方
課
題
も
多
い
こ
と

か
ら
民
間
企
業
へ
の
広
が
り

や
国
の
法
案
整
備
等
を
注
視

し
検
討
す
る
。

■
地
域
外
交

①
知
事
が
提
唱
す
る
地
域
外
交

の
推
進
は
ど
う
す
る
の
か

答
弁
：
四
代
の
知
事
に
よ
っ

て
浙
江
省
と
の
友
好
が
28
年
。

民
間
の
交
流
の
力
を
確
信
し

て
い
る
。
国
の
外
交
と
補
完

す
る
と
考
え
て
い
る
。
し
か

る
べ
き
専
門
家
を
来
年
度
組

織
の
中
に
配
置
し
た
い
。

■
く
ら
し
環
境
政
策

①
家
・
庭
一
体
の
住
ま
い
づ
く

り
の
具
体
は

答
弁
：
定
期
借
地
権
。
定
期

借
家
権
な
ど
も
利
用
し
た
庭

の
あ
る
家
々
、
田
園
の
中
に

家
が
あ
る
姿
を
取
り
戻
す
施

策
に
し
た
い
。

②
次
期
男
女
共
同
参
画
基
本
計

画
の
策
定
方
針
は

答
弁
：
県
の
参
画
会
議
か
ら

は
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
４
点

（
政
策
決
定
の
場
に
参
画
拡

大
、
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン

ス
の
実
現
、地
域
力
の
強
化
、

格
差
や
貧
困
の
視
点
）
提
言

さ
れ
県
で
も
重
点
と
し
て
計

画
に
反
映
す
る
。

■
経
済
・
産
業
政
策
・
雇
用

①
円
高
に
対
す
る
雇
用
・
経
済

対
策
は

答
弁
： 

中
小
の
企
業
を
訪
問

し
要
望
を
聞
い
た
。
県
の

融
資
枠
上
限
５
０
０
０
万

円
を
８
０
０
０
万
円
に
拡
大

し
、
緊
急
円
高
対
応
融
資
枠

１
０
０
億
円
を
設
定
し
た
。

ま
た
販
路
開
拓
に
専
門
家
派

遣
を
要
請
さ
れ
対
応
し
た
。

民
間
公
募
型
の
雇
用
創
出
事

業
に
全
庁
あ
げ
て
取
り
組
む
。

②
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
農
業
政
策

答
弁
：
国
際
化
が
進
む
中
で

価
格
と
品
質
で
対
抗
で
き
る

農
業
構
造
の
構
築
を
す
る
。

農
業
農
村
の
多
面
的
機
能
を

充
実
さ
せ
る
。
併
せ
て
中
小

企
業
の
持
つ
も
の
づ
く
り
技

術
も
農
業
に
応
用
し
て
い
く
。

■
医
療
政
策
・
保
健
政
策

①
東
部
へ
の
医
大
誘
致
は
ど
こ

ま
で
進
展
し
た
か

答
弁
：
公
表
す
る
段
階
で
は

な
い
が
、
政
府
の
方
針
で
は

医
大
新
設
よ
り
医
科
大
学
院

新
設
の
方
が
不
可
で
は
な
い
。

国
際
的
医
療
貢
献
も
視
野
に

学
術
研
究
教
育
機
関
と
い
う

選
択
肢
も
あ
る
。

■
空
港
・
港
湾
・
道
路
政
策

①
新
東
名
開
通
の
見
通
し
と
利

活
用
は

答
弁
：
平
成
24
年
度
御
殿
場

Ｇ
か
ら
三
ケ
日
Ｇ
ま
で
の

１
６
４
km
開
通
の
見
込
み
。

高
速
道
路
利
活
用
推
進
会
議

を
設
置
し
30
項
目
の
利
活
用

を
考
え
て
い
る
。
ド
ク
タ
ー

ヘ
リ
ヘ
リ
ポ
ー
ト
、
地
元
食

材
の
提
供
な
ど
を
含
め
。

②
富
士
山
静
岡
空
港
の
新
幹
線

新
駅
実
現
の
為
の
推
進
は

答
弁
：
来
年
の
夏
に
は
有
識

者
会
議
で
新
た
な
東
海
道
の

あ
る
べ
き
姿
を（
リ
ニ
ア
中
央

新
幹
線
を
見
据
え
た
）工
程
表

を
作
成
す
る
な
ど
し
て
関
係

機
関
と
協
議
に
入
り
た
い
。

■
危
機
管
理
・
防
犯

①
小
山
町
の
災
害
後
の
初
動
体

制
に
問
題
は
無
か
っ
た
か

答
弁
：
市
町
が
対
策
本
部
を

設
置
し
た
場
合
に
は
地
域（
東

中
西
）
の
危
機
管
理
局
を
中

心
に
方
面
本
部
を
県
が
設
置

し
国
や
県
の
各
部
局
の
調
整

が
出
来
る
よ
う
に
す
る
。

■
介
護
・
長
寿
政
策

■
文
化
観
光
政
策

■
農
政
関
連
政
策

■
警
察
関
連
政
策

■
森
林
政
策

■
文
化
政
策

■
子
育
て
支
援
・
予
防
政
策

■
知
事
の
政
治
姿
勢
等

■
教
育
行
政

　

以
上
は
今
回
の
報
告
で
は

省
略
致
し
ま
す
。

　

委
員
会
付
託
案
件
は
第

１
２
６
号
警
察
組
織
に
関
す

る
条
例
の
一
部
改
正
（
袋
井
警

察
署
の
所
管
）、
第
１
４
１
号

青
少
年
の
為
の
良
好
な
環
境

整
備
に
関
す
る
条
例
の
一
部

改
正
（
左
記
ズ
ー
ム
に
て
説

明
）、
及
び
第
１
５
７
号
一
般

会
計
補
正
予
算
の
３
議
案
と

請
願
第
一
号
「
教
育
格
差
を
な

く
し
子
ど
も
達
に
ゆ
き
と
ど

い
た
教
育
を
す
す
め
る
た
め

の
請
願
」
の
審
査
も
併
せ
て
し

ま
し
た
。

　

委
員
会
に
先
立
ち
協
議
会

と
し
て
新
総
合
計
画
の
所
管

す
る
施
策
方
針
に
つ
い
て
意

見
交
換
を
し
、
全
員
一
致
の
意

見
は
委
員
会
か
ら
議
長
へ
諮

問
し
ま
し
た
。

　

主
な
教
育
委
員
会
関
連
の

議
論
を
抜
粋
し
報
告
し
ま
す
。

①
特
別
支
援
学
校
の
補
正
予

算
２
億
円
は
ど
の
よ
う
な
も

の
か

答
弁
：
空
調
１
３
０
か
所
、
ト

イ
レ
５
か
所
、
機
器
整
備
15
、

等
に
当
て
る
。

②
い
じ
め
の
実
態
把
握
は
ど

う
か

答
弁
：
小
学
校
で
２
０
１
９
人
、

中
学
で
１
９
３
９
人
と
い
う
認

知
件
数
は
毎
年
調
査
、
学
級
崩

壊
の
調
査
は
し
て
い
な
い
。

③
防
災
訓
練
の
中
学
生
の
参

加
率
向
上
の
対
応
は

答
弁
：
訓
練
と
生
徒
の
考
え

が
マ
ッ
チ
し
て
い
な
い
と
い

う
指
摘
も
あ
り
、
訓
練
内
容
を

再
考
し
て
い
く
。

④
高
校
生
の
就
職
支
援
は
ど

う
か

答
弁
：
キ
ャ
リ
ア
教
育
を
拡

充
し
て
い
る
学
校
も
あ
る
し
、

卒
業
生
の
仕
事
場
も
訪
ね
て

い
る
。
ま
た
新
し
い
企
業
も

探
し
あ
ら
ゆ
る
手
立
て
を
講

じ
た
い
。

⑤
事
業
仕
分
け
で
廃
止
が
多

か
っ
た
が
ど
う
か

答
弁
：
国
か
ら
も
補
助
金
が

つ
か
な
く
な
っ
た
の
も
あ
り
、

他
の
事
業
の
中
で
取
り
組
む

こ
と
も
。
仕
分
け
結
果
に
沿
っ

た
形
で
対
応
す
る
。

⑥
教
職
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル

ス
は
ど
う
か

答
弁
：
病
気
休
み
は
80
人
、

休
職
者
は
71
人
。（
上
限
３
年

間
の
休
職
ま
で
そ
の
後
は
退

職
へ
）
比
較
的
若
い
人
の
割
合

が
多
い
。

⑦
請
願
で
教
育
予
算
の
増
額

を
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、
自

己
負
担
は
ど
の
く
ら
い
か

答
弁
：
全
日
制
の
高
校
生
で

11
万
円
、
定
時
制
で
６
万
円

程
。
就
学
支
援
（
要
支
援
）
制

度
な
ど
も
あ
り
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
会

費
も
減
免
措
置
が
あ
る
。

　

な
お
、
請
願
は
否
決
さ
れ

ま
し
た
。

「
代
表
質
問
・
一
般
質
問
」質
疑
・
答
弁
集

文
教
・
警
察

常
任
委
員
会
質
疑

議案141号「静岡県青少年のための良好な環境整
備に関する条例の一部改正」

　教育委員会社会教育課から出された上記の条例改正の背景と具体を
報告します。
●背景は、平成21年4月1日「青少年が安全に安心してインター
ネットを利用できる環境の整備等に関する法律」が施行されたこ
と。この法の趣旨を現実に対応できるよう更に本県では条例改
正し、青少年やその保護者、そしてインターネット接続役務提供
事業者に強く警告し罰則も付加し、青少年を有害情報から保護し
犯罪防止を図るとしています。

●改正要旨は、❶着用済み下着等譲り受け等の禁止❷携帯電話端
末等による有害情報の閲覧防止措置＝ア・保護者の義務（フィ
ルタリングサービスを利用する、しない場合は理由を書いた申
出書を事業者へ提出する）イ・事業者の責務（フィルタリング利
用を説明、申出書の保管）ウ・報告・勧告・公表・立入り調査の
実施など。改正で新設されました。

　11月24日の県当局から提示された補正は10億
94百万円。伊東市民病院の耐震化の為、臨時特例基

金の積み増しが主なものでした。その後国の補正が国会を通過し
12月9日に提示された追加補正は266億61百万円で、平成7年
以降第2位の大型12月補正となりました。その内基金積み立て
を除いた予算規模は120億96百万円です。
　内訳は次の通りです。
1 雇用の確保…６１億７４百万円
　求職者支援の基金積み増し60億、緊急経済対策（民間公募事業、
介護職員支援等）1億64百万、緊急就職支援２事業10百万
2 安全安心（子育て・介護・福祉・医療）…９１億４３百万円
　安心こども基金へ積み増し30億、妊婦健診支援基金積み増し
３億45百万、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進基金新規積み立
て33億66百万、同事業費助成３億46百万、介護基盤整備基金
積み増し15億、生活保護費３億36百万、自殺対策緊急強化基金
積み立て23百万、児童福祉施設環境整備費助成81百万、その他
8事業へ
3 未来につながる投資…113億４4百万円
　教育環境整備（ＩＣＴ関連設備・更新、県立図書館、特別支援学
校トイレ改修他）8億54百万、森林整備林業再生基金積み増し2
億50百万、同事業1億50百万、社会基盤整備関連・国庫関連公
共事業（道路河川砂防農業農村森林）79億79百万、国直事業費負
担15億41百万ほか3事業

議案一覧表
議案番号 件　　名

第125号 平成22年度静岡県一般会計補正予算

第126号 静岡県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

第132号 静岡県もりづくり県民税条例の一部を改正する条例

第133号 静岡県国土交通大臣所管公共用財産使用料等徴収条例の
一部を改正する条例

第134号 静岡県道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例

第135号 静岡県海岸占用料等徴収条例の一部を改正する条例

第136号 静岡県河川管理条例の一部を改正する条例

第137号 静岡県漁港管理条例の一部を改正する条例

第138号 静岡県港湾管理条例の一部を改正する条例

第139号 静岡県都市公園条例の一部を改正する条例

第140号 浜名湖ガーデンパークの設置、管理及び使用料に関する
条例の一部を改正する条例

第141号 静岡県青少年のための良好な環境整備に関する条例の一
部を改正する条例

第142号 建設事業等に対する市町の負担額の変更について

第143号 県営土地改良事業に対する市町の負担額の変更について

第144号 土木工事の請負契約について（西遠流域下水道馬込幹線
第7-1工区）

第145号 土木工事の請負契約について（西遠流域下水道馬込幹線
第7-2工区）

第146号 土木工事の委託契約の一部変更について（都市計画道路
南上ノ原梅田線）

第147号 土木工事の委託契約の一部変更について（狩野川西部流
域下水道）

第148号 建築工事の委託契約について（天竜川左岸流域下水道）

第149号 建築工事の請負契約の一部変更について（狩野川東部流域下水道）

第150号 公の施設の指定管理者の指定について（静岡県水産技術
研究所浜名湖分場体験学習施設）

第151号
公の施設の指定管理者の指定について（清水港日の出駐
車場、待合所、日の出緑地及び遊歩道並びに港湾関連団
体用業務室）

第152号 公の施設の指定管理者の指定について（静岡県清水港湾
交流センター）

第153号
公の施設の指定管理者の指定について（静岡県草薙総合
運動場、遠州灘海浜公園、愛鷹広域公園、小笠山総合運動
公園及び吉田公園）

第154号 当せん金付証票の発売について

第155号 静岡県収用委員会委員の任命について

第156号 静岡県土地利用審査会委員の任命について

第157号 平成22年度静岡県一般会計補正予算

条例改正

追加補正

ズーム

ズーム

他 ３議案
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地
域
主
権
の
確
立

　

私
達
は
、
早
く
地
域
主
権
の

地
方
の
か
た
ち
を
創
造
し
た
く

て
議
員
活
動
し
て
い
る
と
言
っ

て
も
過
言
で
は
な
い
と
思
っ
て

い
ま
す
。
本
県
で
は
他
県
に
比

べ
基
礎
自
治
体
で
あ
る
市
町
へ

沢
山
の
権
限
移
譲
が
行
わ
れ
て

い
ま
す
が
、
充
分
な
財
源
や
人

材
の
移
譲
は
進
ん
で
は
い
ま
せ

ん
。
3
年
ご
と
に
権
限
移
譲
推

進
計
画
が
策
定
さ
れ
て
き
ま
し

た
が
、
本
年
度
は
新
た
な
計
画

を
策
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
国
の
地
方
主
権

改
革
の
動
向
を
踏
ま
え
て
、
将

来
の
道
州
制
移
行
を
念
頭
に
権

限
・
財
源
・
人
材
の
三
位
一
体

の
移
譲
を
推
進
で
き
る
体
制
を

整
え
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

そ
の
中
で
は
住
民
に
近
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
市
町
が
自
立
的
に

担
い
、
県
と
市
町
の
役
割
分
担

を
明
確
に
す
る
こ
と
や
、
道
州

制
に
備
え
た
基
礎
自
治
体
の
力

強
い
体
制
強
化
を
支
援
す
る
役

割
が
県
に
求
め
ら
れ
て
い
る
と

感
じ
て
い
ま
す
。

（
新
）
総
合
計
画

　

10
年
に
一
度
策
定
さ
れ
る
静

岡
県
総
合
計
画
は
2
年
を
か

け
て
策
定
中
で
あ
り
、
県
民
の

皆
様
方
か
ら
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
も
終
了
し
、
県
議
会
協

議
も
こ
の
議
会
中
に
終
了
し

ま
し
た
。
今
年
度
末
に
は
新

総
合
計
画
が
公
表
さ
れ
る
こ

と
で
し
ょ
う
。

　

総
合
計
画
が
議
会
の
意
見
聴

取
後
に
定
め
ら
れ
る
こ
と
は
今

ま
で
は
無
か
っ
た
こ
と
で
す
。

県
の
政
策
の
最
上
位
に
位
置
づ

け
ら
れ
る
総
合
計
画
は
重
い
も

の
で
あ
り
、こ
れ

か
ら
10
年
の
県

政
の
指
針
で
も

あ
り
ま
す
。「
富

国
有
徳
の
理
想

郷
〝
ふ
じ
の
く

に
〞
づ
く
り
」
が

タ
イ
ト
ル
で
す

が
、
計
画
は
県

庁
の
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。

県
民
全
て
の
生

活
設
計
で
も
あ

り
ま
す
。
未

来
は
み
ん
な
の

力
で
創
造
し
ま

し
ょ
う
。

富
士
山
静
岡
空
港
の
収
支

　

表
は
、
空
港
管
理
運
営
に
か

か
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
ベ
ー

ス
の
収
支
と
、
空
港
管
理
運
営

費
に
空
港
整
備
費
を
加
え
た
収

支
の
企
業
会
計
の
考
え
方
を
取

り
入
れ
た
収
支
を
列
記
し
ま
し

た
。
た
だ
今
の
空
港
を
運
営
す

る
に
は
、
年
間
４
億
円
余
の
赤

字
で
あ
り
、
県
民
一
人
当
た
り

１
１
６
円
負
担
し
て
頂
く
こ
と

に
。
ま
た
空
港
整
備
費
を
合
わ

せ
た
企
業
会
計
方
式
で
は
16
億

円
余
が
赤
字
と
な
り
、
県
民
一

人
当
た
り
で
は
４
２
３
円
の
負

担
と
な
り
ま
す
。

　

整
備
費
は
学
校
や
道
路
港
湾

な
ど
と
同
じ
よ
う
に
社
会
基
盤

で
あ
る
こ
と
か
ら
道
路
を
建
設

し
赤
字
が
こ
れ
だ
け
だ
と
は
言

わ
な
い
よ
う
に
、
空
港
も
社
会

基
盤
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
問
題

に
す
べ
き
は
運
営
費
に
県
の
一

般
財
源
投
入
が
４
億
円
余
で
あ

る
と
言
う
事
で
し
ょ
う
。
必
死

に
な
っ
て
利
活
用
拡
大
に
努
め

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

た
だ
、
空
港
は
社
会
基
盤
で

あ
る
の
で
経
済
効
果
も
出
て
い

る
こ
と
も
併
せ
て
知
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
外
国
人
観
光
客
が

開
港
前
よ
り
２
倍
に
な
っ
て
い

る
こ
と
、利
便
性
向
上
効
果（
時

間
・
費
用
の
短
縮
）
の
推
計
は

約
18
億
円
で
、
そ
の
他
の
効
果

も
合
わ
せ
れ
ば
、
企
業
会
計
の

考
え
方
で
算
出
し
た
16
億
円
の

赤
字
額
を
さ
ら
に
上
回
る
こ
と

で
し
ょ
う
。

　

需
要
予
測
を
見
誤
っ
た
空
港

で
す
が
、
造
っ
て
し
ま
っ
た
以

上
、
利
便
性
を
高
め
て
、
経
済

の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
見
定
め
て

利
活
用
で
き
る
体
制
を
創
っ
て

い
き
た
い
も
の
で
す
。

臨
時
財
政
対
策
債

　

国
は
毎
年
地
方
財
政
計
画
を

算
定
し
て
地
方
が
自
主
財
源
で

は
賄
え
な
い
財
政
規
模
を
把
握

し
て
、
地
方
へ
財
源
の
手
当
て

を
し
ま
す
。
そ
の
財
源
が
現

金
な
ら
ば
問
題
は
無
い
の
で
す

が
、
ど
の
よ
う
な
物
に
も
活
用

で
き
る
財
源
と
な
る
臨
時
財
政

対
策
債
と
い
う
起
債
を
認
め
、

国
に
代
わ
っ
て
県
が
借
金
を
す

る
と
い
う
仕
組
み
で
財
源
を
捻

出
し
て
い
ま
す
。
景
気
回
復
を

狙
っ
た
緊
急
経
済
対
策
等
の
影

響
か
ら
か
、
平
成
21
年
度
は
20

年
度
の
2
倍
の
８
０
９
億
の
臨

時
財
政
対
策
債
を
、
更
に
22
年

は
ま
た
そ
の
倍
の
１
５
１
０
億

円
の
起
債
を
県
が
し
て
い
て
、

臨
時
財
政
対
策
債
総
残
高
額
は

５
２
１
７
億
円
と
な
っ
て
し
ま

い
ま
し
た
。
こ
の
為
、
県
債
残

高
は
2
兆
円
を
軽
く
超
え
て
し

ま
っ
た
の
で
す
。
国
は
地
方
へ

つ
け
を
回
さ
ず
、
税
制
の
見
直

し
や
地
方
財
政
制
度
の
改
革
を

速
や
か
に
実
施
す
べ
き
で
す
。

も
り
づ
く
り
県
民
税

　

個
人
税
率
年
四
百
円
、
法
人

税
は
税
の
５
％
、
税
収
見
込
み

は
10
年
間
で
96
億
円
。
森
の
力

が
回
復
し
つ
つ
あ
る
と
言
う
嬉

し
い
言
葉
を
聞
い
て
い
ま
す
。

ま
た
残
り
は

６
０
０
０
ha

で
あ
り
、
竹

林
も
対
象
に

な
る
見
通
し

で
す
。
県
民
税
継
続
は
、
県
民

の
良
識
あ
る
賛
同
が
誘
導
し
た

も
の
で
す
。

県
内
新
卒
者
の
就
職
支
援

　

静
岡
労
働
局
・
新
卒
者
就
職

応
援
本
部
か
ら
11
月
19
日
に
発

表
さ
れ
た
10
月
末
現
在
の
高
校

生
と
大
学
生
の
就
職
内
定
率

は
、次
の
通
り
で
す
。

　

高
校
生
は
、
昨
年
の
同
じ
時

期
よ
り
2
．9
ポ
イ
ン
ト
上
昇

し
、68
．3
％
で
し
た
。

　

平
成
23
年
3
月
大
学
等
卒
業

予
定
者
の
就
職
内
定
率
は
大
学

生
で
47
．４
％
、（
前
年
度
の
同

じ
時
期
よ
り
８
．９
％
下
回
っ

て
い
ま
す
。）
短
期
大
学
生
で

27
％
、専
修
学
校
生
で
48
．２
％

で
し
た
。
全
国
の
状
況
か
ら
比

較
し
て
も
大
学
生
で
10
ポ
イ
ン

ト
も
低
い
状
況
で
苦
戦
し
て
い

る
様
子
が
う
か
が
え
ま
す
。

　

こ
の
数
字
か
ら
2
ヶ
月
後
の

現
在
は
ど
う
い
う
状
況
で
し
ょ

う
か
？
こ
の
新
聞
が
届
け
ら
れ

る
頃
に
は
多
く
の
新
卒
者
が
就

職
内
定
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を

祈
り
ま
す
。

　

表
は
県
が
主
体
的
に
進
め
て

い
る
雇
用
対
策
一
覧
表
で
す
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
も
静
岡
新
卒

応
援
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク（
静
岡
駅

南
口
・
水
の
森
ビ
ル
3
階
）
を

設
置
し
て
い
ま
す
。
利
用
で
き

る
も
の
は
利
用
し
て
頂
き
た
い

と
思
い
ま
す
。

総
合
特
区
制
度

　

今
年
度
新
成
長
戦
略
に
位
置

付
け
ら
れ
た
こ
の
制
度
を
活
用

す
べ
く
、
本
県
で
も
4
つ
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
提
案
し
ま
し

た
。

①
ふ
じ
の
く
に
医
療
健
康
産
業

総
合
特
区

＊
研
究
費
に
対
す
る
税
制
優
遇

措
置
・
資
格
要
件
撤
廃

②
ふ
じ
の
く
に
環
駿
河
湾〔
陸
・

海
・
空
〕物
流
活
性
化
総
合

特
区

＊
通
関
要
件
緩
和
・
貨
物
輸
送

道
路
料
金
無
料
化

③
ふ
じ
の
く
に
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

倍
増
戦
略
総
合
特
区

＊
戸
建
住
宅
電
気
供
給
要
件
緩

和
・
道
路
交
通
法
緩
和

④
ふ
じ
の
く
に
太
陽
光
発
電
促

進
農
業
総
合
特
区

＊
パ
ネ
ル
設
置
農
地
法
適
用
除

外
・
借
地
信
託
制
度
創
設

　
（
こ
の
内
、い
く
つ
採
択
さ
れ
る
か
、現

在
の
と
こ
ろ
は
結
果
は
わ
か
り
ま
せ
ん
。）

■
■
■
■
■
■
■

ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ

〜
静
岡
県
の
独
自
の

　
　
　  
施
策
と
課
題
を
追
う
〜1.管理運営にかかるキャッシュフロー

　 ベースの収支
（単位：千円）

区　分 金　額

収

入

着陸料等収入 162,032
着陸料 159,055
停留料 2,977

土地建物貸付料等収入 35,611
土地建物等貸付料 12,186
給油施設使用料 19,560
浄化槽使用料 3,602
雑収入 263
小　　計 197,643

航空機燃料譲与税 8,789
計　A 206,432

支

出

保安関係費 111,978
空港土木施設管理費 73,531
航空灯火施設管理費 89,264
駐車場管理運営費 40,400
事務所運営費等 117,185
建物賃借料 37,504

周囲部管理・環境対策費 21,622
浄化槽施設管理費 7,180
給油施設管理費 42,367

小　　計 503,527
人件費 140,741

計　B 644,268
収支（A－B）C △437,836

県民１人当たり負担額（C／県人口）円 116
※県人口は平成21年４月１日現在 3,790,350人

2.管理運営と空港整備費を合算し、
　 企業会計の考え方を取り入れた収支

（単位：千円）
区　分 金　額

営
業
収
益

着陸料等収入 181,046
着陸料 177,670
停留料 3,376

土地建物貸付料等収入 37,904
土地建物等貸付料 12,186
給油施設使用料 22,116
浄化槽使用料 3,602

計　A 218,950

営

業

費

用

保安関係費 111,978
空港土木施設管理費 73,531
航空灯火施設管理費 89,264
駐車場管理運営費 40,400
事務所運営費等 117,185
建物賃借料 37,504

周囲部管理・環境対策費 21,622
浄化槽施設管理費 7,180
給油施設管理費 42,367
人件費 140,741
空港整備経費 46,032
減価償却費 923,846

計　B 1,614,146
営業損益（A－B）C △1,395,196

営
業
外
収
益

航空機燃料譲与税 8,789
地域活性化・公共投資臨時交付金 8,731
地方交付税相当額 85,818
雑収入 263

計　D 103,601
費

用

営
業
外

支払利息 310,078
計　E 310,078

経常損益（C＋D－E）F △1,601,673
県民１人当たり負担額（F／県人口）円 423

県の新卒者（既卒３年以内も含む）に対する雇用対策一覧
◆ 雇用創出

事 業 名 基 金 財 源 H22予算額 新 卒 者 対 策

緊急雇用創出事業 270億円 142億円 ●新卒者対象事業は、分野制限なし
●現在、未就職卒業者応援プラン公募中

ふるさと雇用再生特別対策事業 42億円 18億円
合　　計 312億円 160億円

◆ 就職相談機関
機 関 名 事 業 内 容

求職者総合支援センター
（３箇所）

●浜松・沼津は県設置、静岡は静岡市
●生活就労相談と職業相談・紹介を一体的に実施

就職相談センター・ヤング
ジョブステーション（３県
民生活セ内）

●主に若年層向けに、個別キャリア相談、就職相談、就職活動のため
のセミナーなどを実施（就職活動中、新卒未就職者も利用可）

●高校等への出張面接指導、個別就職相談を実施
●静岡は、新卒応援ハローワークと併設

◆ 就職支援
支 援 項 目 事 業 内 容

採用拡大の要請活動
●新卒学生採用拡大を、６月８日に知事以下で経済団体に要請実施
●高校生保護者への要請文を配布
●新卒者応援本部で再度要請を実施（10月19日）

就職面接会等の実施
●面接会の実施（大卒フェア、高校生フェア、若年者対象など）
●「農業就業相談会」「林業で働こう高校生セミナー」「福祉のしごと
就職フェア」の分野別の就職面接会（学生・生徒参加可）

企業見学会 ●学生向け企業見学会「ワークラリーしずおか」実施
●H22：参加70社、今年度から就活中の学生も参加可能

大学訪問等の実施 ●県内、首都圏大学へ直接訪問、大学生の県内企業への就職を促進

介護分野就業セミナー ●介護分野の仕事の紹介と施設見学（１日コース、H22年27回）
●新卒者も参加可能

新規農林業チャレンジ ●農業（10日間）、林業（３日間）短期体験、各30人、新卒者参加可

求人開拓の実施
●若者の求人を中心に23人の求人開拓員による企業訪問
●求人掘り起こしのほか、面接会参加、インターンシップも開拓
●高校と連携し、高校生のニーズに合わせた開拓を実施中

◆ 職業訓練
項 目 事 業 内 容

離職者等に対する職業訓練

●県立技術専門校における訓練及び民間教育訓練機関等を活用した訓
練（機械、電気工事、CAD、介護、IT、農業等）【H21】117コース：
1,554人→【H22】199コース：3,257人

●高卒未内定卒業者優先コースの設定あり

富士山静岡空港の収支
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大臣と意見交換　

暮
れ
に
電
気
部
品
を
作
っ
て
い
る

工
場
を
訪
ね
ま
し
た
。
厳
し
い
状
況

を
続
け
て
お
ら
れ
る
の
で
は
と
案
じ

て
い
ま
し
た
が
、
経
営
者
と
従
業
員

の
皆
様
の
笑
顔
に
出
会
い
ま
し
た
。

も
の
づ
く
り
の
現
場
の
皆
様
は
逞
し

い
の
で
す
。
リ
ー
マ
ン
以
前
に
は
戻

れ
な
い
の
だ
そ
う
で
す
が
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ

へ
の
切
り
替
え
を
バ
ネ
に
メ
ー
カ
ー

と
連
携
連
帯
を
し
て
新
し
い
技
術
を

導
入
し
対
応
さ
れ
て
い
ま
す
。
新
結

合
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
は
言
葉
以
上

に
行
動
す
る
こ
と
は
難
し
い
も
の
。

そ
れ
を
一
つ
一
つ
や
り
抜
く
こ
と
の

粘
り
強
さ
や
勇
気
、そ
し
て
本
気
が
伝

わ
り
ま
し
た
。
と
て
も
素
晴
ら
し
い

と
感
じ
、
皆
様
に
お
伝
え
し
た
い
と

思
い
ま
し
た
。

戸塚久美子事務所
どうぞ県政の為に皆様のご意見をお聞かせください。また公共性が高
い要望もお受けいたします。合わせてご利用下さい。

議員活動メモ（H22.10～12月）
事　　柄 内　　容 詳　　　　　細

議 会 12月定例会 議会
議員派遣研修（議会基本条例）

常任委員会
12月定例会議案審議
文教・警察委員会

●委員会付託議案審議　委員会所管重要施策質疑
●県外視察（岡山方面）、総合計画審議

特別委員会
過疎・中山間地振興
決算特別委員会

●移動委員会（佐久間方面）、提言内容の検討
●Ｈ21年度決算審査（11月の12日間）

調 査
（調査課
 依頼事など）

●依頼事案
●調査課への調査依頼
●その他（自主勉強他）

●不妊治療助成の県内格差●ハンター確保策（銃刀法）
●なし
●道路排水に関する国の考え方・高速道路の排水基準の根拠・
冠水の原因と対策

学 習 及 び
市との連携

●各部局との意見交換

●市と協働活動

●健康福祉部（新病院問題）（保育・待機児童）（要約筆記）
　　　　　　 （中途難視聴覚者支援）（新病院経営支援）
●経済産業部（有害鳥獣被害）（農業共済制度）（両立支援）
●教育委員会（読書活動）（高校生のキャリア教育）
●警　　　察（検視体制）
●文化観光部（ガーデンシティー構想）
●経営管理部（臨時財政対策債）
●交通基盤部（道路・砂防・河川）（新東名関連諸課題）
●  同 農地局（冠水・農地防災）
●各地区集会参画、協働による道づくり、消防無線デジタル化
問題、ＩＴ光ファイバー網整備、市道路ビジョン作成学習会、
新東名関連２地区課題

会派内研究 議員連盟 茶議連学習会3回、かわら版３号発行、国県及び国会議員へそ
れぞれ要望書作成

国 要 望
●来年度予算要望
●茶業振興要望
●その他

●福祉●社会基盤等の掛川市要望（民主党県連経由各省庁）
●農林水産大臣へ直接要望書提出
●消防無線デジタル化県連要望として対応

その他の公務
及び

その他活動

原子力安全協議会、長寿健康学術会議、県警察学校視察、戦没者慰霊祭、受動喫煙防止
啓発講演会、市民活動フォーラム、ちっちゃな文化展、世界お茶まつり、清水港港湾振興
議員連盟、掛川市民茶会、県消防大会、各地区ふれあいフェスティバル、消費生活展、教
育懇談会、お茶の日シンポジウム、原野谷川をきれいにする会、掛川教育の日、アジア太
平洋学術会議、大東海岸そだ立て、商工祭り、各地区県政報告、病院ボランティア

編
集
後
記

アジア学術フォーラム

不妊治療費助成制度の格差 施設養護（児童養護、乳児院）と里親制度

情 報 ア・ラ・カ・ル・ト

　

12
月
22
日
、

茶
業
議
連
会
長

の
榛
葉
賀
津
也

参
議
院
議
員
と

私
は
、
霞
が
関

の
農
林
水
産
省

に
て
、
鹿
野
大

臣
へ
直
接
茶
業

振
興
に
関
す
る
要
望
書
を
提
出
し
て
き
ま

し
た
。
平
成
17
年
頃
か
ら
顕
著
に
表
れ
て

い
る
茶
価
低
迷
に
よ
る
生
産
現
場
の
著
し

い
疲
弊
、
及
び
今
年
の
凍
霜
害
の
影
響
を

踏
ま
え
、
厳
し
い
実
情
を
お
伝
え
し
、
以

下
の
要
望
を
し
て
参
り
ま
し
た
。

○
国
に
お
い
て
茶
業
振
興
の
協
議
が
出
来

る
場
を
設
置
す
る
こ
と

○
中
山
間
地
域
へ
自
然
環
境
保
護
の
観

点
か
ら
農
家
所
得
に
対
す
る
戸
別
補
償

制
度
の
導
入
を
考
え
る
こ
と

○
地
球
温
暖
化
に
よ
る
気
象
変
動
に
対

応
す
る
施
策
を
強
化
拡
充
す
る
こ
と

（
共
済
制
度
の
見
直
し
な
ど
）

そ
の
他
、○
基
盤
整
備
の
要
件
見
直
し
、

○
改
植
の
助
成
制
度
の
拡
充
、
○
海
外

戦
略
へ
の
支
援
、
○
需
要
拡
大
に
つ
な

が
る
様
々
な
取
り
組
み（
新
商
品
開
発
・

効
能
研
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　静岡県が誇る学術フォーラムには、このアジア学術
フォーラムと長寿健康フォーラムと合わせて5日間
で5000万円の予算が使われています。単純に1日
1000万円というのはかなり乱暴な言い方ですが、誇れ
るほどの学習時間を創出しているので経費は必要です。
　私は都合の付く限り出かけています。東京まで出かけ
ずとも、地元で聴講できる素晴らしい学習機会であると
捉えているからです。今年のアジア学術フォーラムでは
伊藤元重教授がグローバルに進化する攻めのアジア成長
戦略を基調講演され、またインドの躍進などの情報提供
がありましたが、高度な情報提供であり、充分理解でき
ませんが、それでも良い刺激になっています。勿体無い
ほどの情報です、県民あげて未来の地域経済を考える素
地ができるよう、多くの県民に参加頂けるよう工夫が必
要かと感じています。

　先日市民の方から、「どうも不妊治療助成制度に市町ごとに格差があり
そうだ、調べてほしい。」と言われました。国県の助成制度（年上限30
万円）を利用しているのみの市町は11、市町の上乗せ支援をしている所
が22。その上乗せ額は3万円から50万円。この結果島田市の年上限
80万円、長泉町の60万円が高額助成で、掛川市は10万円の助成をし
て合計40万円の支援をしています。少子化に効果が高い助成制度だけ
に県内の市町ごとの格差を県でも注視する必要があると思っています。

　決算で示された21年度の児童保護措置費の内、施設関係措置費は合計38億8940
万円余で、その他の里親及びファミリーホーム関係措置費1億6489万円余を合わせる
と総計40億5429万円を超しています。特に保護者と一緒に暮らせない児童養護施設
費約14億円、乳児院措置費に4億円余が予算立てされていて、里親関連の11倍の予
算が必要です。確かに施設も必要で大切です。それと同時に普通の家庭で成長できる
里親制度のメリットを啓発することや、社会に受け入れられやすい里親制度になるよう
平素感じていますので、この分野でも政策提言出来る程の学習をしていくつもりです。

私の公約進捗度チェック
公約としての活動指針 10・11・12月の活動内容 自己評価

自立する
地域社会の確立

① 市民総代会・地区集会参加と講評
② 協働による道づくり他（４地区）や、新東
名関連諸課題（2地区）コーディネート

ＡＢＣＤＥ

みんなで笑顔の
まちづくり ① ワーク・ライフ・バランスの政策提言の調査 ＡＢＣＤＥ

専門性・広域性を
もって

諸課題解決への
模索

① 消防無線のデジタル化を県下全域で基本設計
② 茶業振興策を取りまとめ農林水産省提出
　（中山間地域への直接支払制度導入を含む）

ＡＢＣＤＥ
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事務所が開いているおよその時間 月～金 午前９時～12時・14時～16時
住 所 掛川市倉真2410番地
電 話 0537-28-0207（午前中）
F a x 0537-28-0442
E メール  j-kumiko@solid.ocn.ne.jp
ホームページ  www.totsukakumiko.com

有害鳥獣対策の深刻さ 学校図書館司書の必要性

　ハンターこそが絶滅危惧種とかかれた新
聞記事を見たことがあります。実態はかな
りその様相を呈しています。掛川市でも猟
銃の免許者は60余人、その内、常時狩猟に
関る方々は30人程とのこと。市内の猟友
会の方からハンターの確保にかかる意見が
寄せられています。それは、高齢になると
更新手続きが煩雑の為、更新を諦める会員
が多く出ている実態から、銃刀法改正を求
めるものです。多くの有害獣被害等を考え
ると早急に対応する必要性があると思いま
すので、一足飛びに警察庁の銃刀法へは行
かないまでも、農林水産省へ総合的な政策
を打つよう、政党経由で要望書を提出する
予定にしています。

　この度の総合計画の案の中でも、結局学校図書
館司書という文言は記載することが出来ませんで
した。女性議員らは母親として学校との関わりが
深く、司書が配置されている所では、図書室へ子供
達が行ってみたくなる場所であり、心地よく読書
が出来たり本を選んだりできる空間になっている
と確認しています。男性議員も女性議員も読書が
大事だというのは共通の認識ですが、本を購入す
る以外の図書館のソフト的環境整備に対する思い
は性別により異なるようです。数の力が民意であ
りますが、女性議員らの主張は合意形成されませ
んでした。
　閉塞感を打破する為、人材を育てる時期において、
島根県のように県は積極的に市町と協力して学校司
書が配置できるよう再考すべきだと感じています。


